
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 
 

  

 

 

  

自由民主党埼玉県第十五選挙区支部長（さいたま市南区・桜区、戸田市、蕨市、川口市芝支所管内の一部地域） 
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（中）埼玉県主催の「県選出国会議員連絡会」にて。上田知事はじめ県幹部より、病床数制度の見直しや国の
施策など県の要望を伺い、意見交換。「安心・成長・自立自尊の埼玉」の実現に取り組む。 

 

第 2次補正予算成立に全力！ 

@Tanaka_Ryosei 

 

 

財務金融委員長 

衆議院議員 
 

 

医療を守ります！ 
医療新型コロナウィルス感染症対策に向けた医療体制を
拡充するため、すでに創設していた「緊急包括支援交付金」
を 2 兆円上乗せし、介護や障碍者福祉にも対象を拡げると
ともに、地方と国の折半だった負担割合を全額国庫負担に
します。医療・福祉の現場で新型コロナ患者に対応した従
事者に最大 20 万円の慰労金を支給し、患者に対応してい
なくても一定の感染リスクがあったと考えられる従事者
には 5 万円を支給します。また感染防止に必要な設備整備
への補助も行います。 

事業を支援します 
家賃支援：営業自粛などで売り上げが減った事業者に対
し、家賃支援で最大 300 万円、複数の店を持つ場合は最大
600 万円を給付する。売り上げが前年同月より 50％以上
減少した月があるか 3 ヶ月連続で売り上げが 30％以上減
った事業者が対象、家賃の 3 分の 2 を支給、法人は上限
50 万円×６ヶ月、個人事業主は同 25 万円×6 ヶ月を支
給、複数店舗を持つ場合は上限を超えた額の 3 分の 1 を
あわせて支給します。 
持続化給付金の対象拡大：フリーランスのように、事業所
得による売り上げ減少のほか「雑所得」など申告している
場合も、収入の実態を証明できる場合は対象となります。
今年 1～3 月に創業した事業者でも任意の月が売上 50％
以上減の場合、給付対象になります。 

雇用と生活を守ります 
雇用調整助成金・休業手当・失業手当の拡充：従業員一人当
たりの日額上限を 4～9 月は特例で 8,330 円から 15,000
円に引き上げます。また会社から休業を指示されたのに休
業手当を受け取れない方には直接ハローワークに申請し
て受け取れることとなりました。失業者の方には一定の条
件を満たした場合、失業手当の支給日数を 60 日間延長し
ます。 
困窮家庭への支援拡大：ひとり親世帯への支援として、低
所得家庭向けの児童扶養手当や遺族年金など公的年金を
受け取っている世帯に 5 万円の「臨時特別給付金」を支給
します。子どもが一人増える子ごとに 3万円ずつ加算され
ます。コロナ関連で収入が大きく減少した世帯には更に 5
万円を支給します。児童扶養手当を受け取っていない世帯
でも、収入が大幅に落ち込み受給世帯相当の水準となった
世帯も対象となります。 

国民生活を守るため、コロナ対策予算の早期成立に取り組む！ 

 

〇衆院財務金融委員長として、コロナ税特法など 
コロナ対策関連法案の早期成立に取り組む。 

 

 内容や手続きの状況 窓口 

特別 

定額 

給付金 

全住民に一律 10 万円配布 

市区町村 
（0120-
260-020 
午前 9 時~
午後 8 時） 

雇用 

調整 

助成金 

企業が働き手に払う休業
手当一部を雇用保険の財
源などで肩代わりする｡ 
申請件数の約 5 割にあた
る 2 万 6507 件を支給 

労働局・ハ
ローワーク 
（0120-
60-3999、 
午前 9 時~
午後 9 時） 

持続化 

給付金 

収入が半減した中小企業
に最大 200 万円､フリーラ
ンスを含む個人事業主に
最大 100 万円を支給｡申請
件数の 4 割の 46 万件に給
付済 

中小企業庁  
（0120-
115-570､ 
午前 8 時
30 分~午後
7 時） 

緊急 

小口 

資金 

収入が減った人に生活資
金として最大 20 万円を無
利子で貸す｡ 
申請件数の約 9 割支給済 

各地の社会
福祉協議会
（0120-
46-1999､ 
午前 9 時~
午後 9 時） 

 

  

   

   



 

 

事業者 

支援 

金融支援 

政府系･民間金融機関による無利子･無担保の融資枠

を拡充 

劣後ローンなどによる資本増強支援 

家賃支援 

｢家賃支援給付金｣を創設｡ 

中堅･中小企業､個人事業向けに最大 600 万円の給付

金支給｡ 

持続化給付金 今年創業の企業も対象に追加 

雇用調整助成金 
上限を 1 万 5000 円に引き上げ 

従業員個人が申請可能な制度を新設｡ 

地方自治

体支援 

新型コロナ緊急 

包括支援交付金 

地方の医療･介護体制を支援する交付金｡ 

2 兆円を増額し全額国庫負担 

地方創生 

臨時交付金 

地方自治体が自由に使える交付金｡ 

1 次補正の 2 倍に増額 

生活支援 

学業支援 
「学生支援緊急給付金」創設 最大 20 万円の給付 

大学の授業料減免を支援する補助金を拡充 

 

臨時特別給付金 

 

低所得家庭向けの児童扶養手当や遺族年金など公的

年金を受け取っている世帯に 5 万円支給。子どもが

一人増える子ごとに 3 万円ずつ加算 

医療支援 

新型コロナ緊急 

包括支援交付金 

空きベットを確保するなどした医療機関に対する 

交付金を大幅拡充 

介護・障碍者施設も対象へ 

医療従事者慰労

金 

医療・福祉現場で新型コロナ患者に対応した従事者

に最大 20 万円の慰労金を支給。 

一定の感染リスクがあったと考えられる従事者には

5 万円を支給。 
 

 

＜ 後援会事務所 ＞ 〒335-0004 埼玉県蕨市中央 6-3-3  Tel 048-444-7400 FAX 048-444-7401 

 

＜ 選挙区事務所 ＞ 〒336-0018 埼玉県さいたま市南区南本町 1-14-5 Tel 048-844-3131 FAX 048-844-3140 

令和２年 第２次補正予算の主な内容 

 


